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１ 業務の適正を確保する体制
（業務の適正を確保するための体制の概要）
当行は、会社法及び会社法施行規則に基づき、以下のとおり、当行の業務の適正を確保するた

めの体制（内部統制システム）を整備しております。

（1）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
全役職員が法令・定款及び社会規範を遵守するための行動規範として、行員倫理規定等のコンプライア

ンス規定を定めると共に、その実践にあたってコンプライアンス・マニュアルを制定して指針とし、全役
職員に反社会的勢力との関係遮断、顧客保護等を含めた法令等遵守の徹底を図る。
実効性向上のため、取締役会で年度毎にコンプライアンス・プログラムを承認し、態勢強化に努めると

共に、実施状況を経営会議で定期的にチェックし、取締役会に報告する。
コンプライアンス問題発生時には、その内容等について各部署のコンプライアンス担当者並びに責任者

から主管部、主管部からコンプライアンス統括部門、経営会議を経て取締役会へ報告する体制とする。ま
た、全役職員がコンプライアンス上問題のある事項について直接報告できる体制として内部通報制度を構
築する。

（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
文書保存規定等を定め、取締役及び使用人の職務執行に係る情報を文書等に記録し、保存及び管理する。

また、取締役は、常時、これらの文書を閲覧できる。

（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当行のリスクを網羅的・統合的に管理するために内部管理基本方針を定め、リスクカテゴリー毎の管理

方針や管理部署を明確化すると共に、管理部署においてリスクの種類や特性に対応した適切な管理を行う。
災害や障害等の不測の事態や危機発生時に備え、「業務継続に関する基本方針」を定め、危機管理体制の

整備を行う。
総合企画部リスク統括室を統合的リスク管理部門とし、各リスクの管理態勢及び運営状況を統合的にチ

ェックすると共に、経営会議をリスク管理に関する全行横断的かつ統括的な審議・協議機関とし、リスク
全般に亘り管理状況を取り纏めて定期的に取締役会に報告する。
また、監査部は、リスク管理態勢全般に亘り監査を実施し、その結果を取り纏めて定期的に取締役会に

報告する。

2026年05月24日 09時47分 $FOLDER; 2ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



2

（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
取締役会は中期経営計画に基づき毎年総合予算計画及び業務運営方針を定め、経営目標を明確化すると

共に、その進捗状況を経営会議で定期的に検証し、取締役会へ報告する。
日常の職務執行に際しては、組織規定に基づき権限の委譲が行われ、各レベルの責任者が意思決定ルー

ルに則り業務を遂行する。
業務執行の機動性を高めるため毎週経営会議を開催し、各部の重要案件の審議、報告を行う。また、取

締役会規則を定め、付議基準を明確化すると共に議題に関する資料の充実を図って審議内容の深度を高め
る。

（5）当行及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
当行は、当行グループの業務の適正を確保するため子会社各社に取締役及び監査役を派遣し、内部統制

の強化に努めると共に、子会社に対する管理方針や報告体制等を定めた、「関係会社管理規程」を制定し、
管理態勢を整備する。
当行のコンプライアンス体制、リスク管理体制の適用範囲には子会社も含め、グループ全体の業務の適

正化を図る。子会社は、各種規定を定め、執行状況について各リスク等の管理部署の要請に応じ報告する。
当行及び子会社は、財務報告の適正性を確保するため、財務報告に係る内部統制が適切に整備・運用さ

れる体制を整備する。
また、当行監査部は、コンプライアンス態勢、顧客保護等管理態勢及び各種リスク管理態勢などの内部

監査をグループ全体に実施し、定期的に取締役会に報告する。

（6）監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項
監査等委員会はその職務の執行に必要な場合は、監査部員に監査等委員会の職務の遂行の補助を委嘱す

ることができる。

（7）前号の使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項及び監査等委員
会の前号の使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

監査等委員会の前号の使用人の人事異動や人事考課等については、あらかじめ監査等委員会の同意を得
たうえで決定することとし、当該使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性を確保
する。
当該使用人は、もっぱら監査等委員会の指示に基づき監査等委員会の職務の執行を補助するものとし、

監査等委員会より監査業務に必要な命令を受けた使用人は、その命令に関して取締役（監査等委員である
取締役を除く。）、監査部長等の指揮命令を受けないものとする。
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（8）当行の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人、並びに子会社の取締役、監査役及び使
用人が監査等委員会に報告をするための体制

当行の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人並びに子会社の取締役、監査役及び使用人
は、監査等委員会に対して、法定の事項に加え、当行及び子会社に重大な影響を及ぼす事項、内部監査の
実施状況、内部通報制度による通報状況及びその内容を速やかに報告する。

（9）前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するため
の体制

内部通報規程等に基づき、前号の報告を行った者に対して、当該報告を行ったことを理由として不利益
な取扱いをしないこととする。

（10）監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行につい
て生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

監査等委員がその職務の執行について必要な費用の前払または償還等の請求をしたときは、当該監査等
委員の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理する。

（11）その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査等委員会は、頭取、会計監査人とそれぞれ定期的に意見交換会を開催する。

（業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要）
当行グループにおける業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりであります。

（1）コンプライアンス体制
当行は、当行及び子会社の全役職員に対し、コンプライアンス・プログラムに基づき、その階層に応じ

て必要な行内教育、指導を実施し、コンプライアンスマインドの醸成を徹底しております。また、当行は
内部通報制度による相談・通報体制を構築しており、子会社もこの相談・通報体制を利用することでコン
プライアンスの実効性向上に努めております。

（2）リスク管理体制
当行は、内部管理基本方針において、リスクカテゴリー毎の管理方針や管理部署を明確化し、管理部署

において、リスクの種類や特性に対応した適切な管理を行っております。総合企画部リスク統括室は、各
リスクの管理態勢及び運営状況をチェックするとともに、経営会議でのリスク全般に亘る管理状況を取締
役会に報告しております。
また、監査部は、リスク管理態勢全般に亘り監査を実施し、その結果を取り纏めて定期的に取締役会に

報告しております。
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（3）取締役の職務執行
当行は、原則として月に１回の定例取締役会を開催し、法令や定款に定められた事項及び経営上重要な

決議を行うとともに、取締役の職務執行の監督を行っております。また、経営会議を毎週開催し、各部の
重要案件について審議・報告を行い、取締役会規則に定めるものは取締役会で決議しております。なお、
当事業年度につきましては、取締役会を12回開催しております。

（4）グループ管理体制
当行は、当行グループの業務の適正を確保するために、子会社各社に取締役及び監査役を派遣している

ほか、「関係会社管理規程」を定め、子会社から報告または書類の提出を受けております。
また、当行監査部は、「内部監査規定」等に基づき、子会社の内部監査を実施し、定期的に取締役会に報

告しております。

（5）監査等委員の職務執行
監査等委員は、取締役会、常務会及び経営会議等の重要な会議への出席や、業務執行に関する重要な文

書の閲覧を行い、必要に応じて取締役及び使用人に説明を求めております。また、原則として月に１回の
監査等委員会を開催しているほか、頭取及び会計監査人と定期的に意見交換等を行っております。加えて、
監査部より、内部監査状況について定期的に報告を受け、必要に応じて具体的な指示を行い、ガバナンス
の向上を図っております。

２ 特定完全子会社に関する事項
該当事項はありません。

３ 親会社等との間の取引に関する事項
該当事項はありません。

４ 会計参与に関する事項
該当事項はありません。

５ その他
該当事項はありません。
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第100期（ 2025
2026

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）株主資本等変動計算書

（単位：百万円）
株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準備金

その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利 益
準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合計別途

積立金
繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 6,730 5,690 ― 5,690 1,429 10,500 2,132 14,061
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △266 △266
当 期 純 利 益 1,032 1,032
利 益 剰 余 金 か ら
資本剰余金への振替 1 1 △1 △1
自 己 株 式 の 取 得
自 己 株 式 の 処 分 △1 △1
土地再評価差額金の取崩 71 71
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― ― ― ― 836 836
当 期 末 残 高 6,730 5,690 ― 5,690 1,429 10,500 2,968 14,897

（単位：百万円）
株主資本 評価・換算差額等

純資産合計自己株式 株主資本
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

土地再評価
差 額 金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △195 26,286 △69 1,017 948 27,234
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △266 △266
当 期 純 利 益 1,032 1,032
利 益 剰 余 金 か ら
資本剰余金への振替 ― ―
自 己 株 式 の 取 得 △0 △0 △0
自 己 株 式 の 処 分 14 12 12
土地再評価差額金の取崩 71 71
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） 1,668 △71 1,596 1,596

当 期 変 動 額 合 計 13 849 1,668 △71 1,596 2,446
当 期 末 残 高 △181 27,136 1,599 945 2,544 29,681
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個別注記表

記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

重要な会計方針
１．商品有価証券の評価基準及び評価方法

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。
２．有価証券の評価基準及び評価方法

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・子法
人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券については時価法 (売却原価は移動平均法によ
り算定）、ただし市場価格のない株式等については移動平均法による原価法により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

４．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

有形固定資産は、定率法（ただし、平成19年（2007年）４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を
除く。）並びに平成28年（2016年）４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）
を採用しております。
また、主な耐用年数は次のとおりであります。
建 物 15〜50年
その他 ３〜20年

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、行内にお

ける利用可能期間（主として５年）に基づいて償却しております。
（3）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、リース期間を耐用年
数とした定額法により償却しております。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めが
あるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。

６．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という。）に係る債権及

びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書き
に記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除
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し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大
きいと認められる債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可
能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しておりま
す。
上記以外の債権については、主として今後１年間の予想損失額又は今後３年間の予想損失額を見込んで計

上しており、予想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間におけ
る平均値に基づき損失率を求めて算定しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立し

た資産監査部署が査定結果を監査しております。
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証

による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、そ
の金額は990百万円であります。

（2）賞与引当金
賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業

年度に帰属する額を計上しております。
（3）退職給付引当金

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の
見込額に基づき、必要額を計上しております。また、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事
業年度末までの期間に帰属させる方法については給付算定式基準によっております。なお、過去勤務費用及
び数理計算上の差異の費用処理方法（又は損益処理方法）は次のとおりであります。
過去勤務費用： その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（５年）による定額法によ

り費用処理（又は損益処理）
数理計算上の差異：各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（５年）による定

率法によりそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理（又は損益処理）
（4）睡眠預金払戻損失引当金

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、将
来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。

（5）偶発損失引当金
偶発損失引当金は、信用保証協会保証付きの融資に係る将来の負担に備えるため、支払見込額を計上して

おります。
７．収益の計上基準

顧客との契約から生じる収益は、主に預金・貸出業務、為替業務、証券関連業務等に付随する役務提供の対
価としての収益であり、役務提供等により約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又
はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額を認識しております。

８．退職給付に係る会計処理
退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結計算書類におけ

るこれらの会計処理の方法と異なっております。
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９．株式配当金の計上基準
株式配当金の認識については、発行会社等において配当金に関する決議があった日の属する事業年度に計上

しております。
10．関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に採用した会計処理の原則及び手続

証券投資信託の解約・償還に伴う差損益については、証券投資信託の全体で益の場合は「有価証券利息配当
金」に計上し、損の場合は「国債等債券償還損」に計上しております。

重要な会計上の見積り
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計算

書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

・貸倒引当金
（1）当事業年度に係る計算書類に計上した額

貸倒引当金 5,773百万円
（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
①算出方法
貸倒引当金の算出方法は、「重要な会計方針」「６．引当金の計上基準」「（1）貸倒引当金」に記載してお

ります。
②主要な仮定
主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」であります。「債務者区分の判定

における貸出先の将来の業績見通し」は、各債務者の収益獲得能力を個別に評価し、設定しております。
③翌事業年度に係る計算書類に及ぼす影響
個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合は、翌事業年度に係る計算書

類における貸倒引当金に重要な影響を及ぼす可能性があります。

注記事項
（貸借対照表関係）
１．関係会社の株式総額 18百万円
２．銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。なお、債
権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証して
いるものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限る。）、
貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに支払承諾見返の各勘定に計上されるもの並
びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるもの
に限る。）であります。
破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 5,248百万円
危険債権額 4,948百万円
三月以上延滞債権額 72百万円
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貸出条件緩和債権額 822百万円
合計額 11,092百万円
破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由

により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。
危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従っ

た債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権に
該当しないものであります。
三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で破産更

生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。
貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶

予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれら
に準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。
なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

３．手形割引は、業種別委員会実務指針第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入
れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替等は、売却又は（再）担保という方法で自由に
処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、756百万円であります。

４．担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
有価証券 19,149百万円

担保資産に対応する債務
預金 184百万円
コールマネー 9,000百万円

上記のほか、為替決済等の取引の担保として、有価証券8,690百万円を差し入れております。
また、その他の資産には、保証金17百万円が含まれております。

５．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合
に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する契約で
あります。これらの契約に係る融資未実行残高は、127,802百万円であります。このうち原契約期間が１年
以内のもの、又は任意の時期に無条件で取消し可能なものが、124,250百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ず

しも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情
勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約
極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動
産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把
握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

６．土地の再評価に関する法律（平成10年（1998年）３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の
再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として
負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
再評価を行った年月日 平成10年（1998年）３月31日
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同法律第３条第３項に定める再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年（1998年）３月31日公布政令第119号）第２条第４号に

定める路線価に基づいて、奥行価格補正等合理的な調整を行って算出。
同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額と当該事業用土地

の再評価後の帳簿価額の合計額との差額
1,826百万円

７．有形固定資産の減価償却累計額 6,430百万円
８．有形固定資産の圧縮記帳額 239百万円
９．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する当行の
保証債務の額は 5,390百万円であります。

10．貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース
契約により使用しております。

11．関係会社に対する金銭債権総額 1,467百万円
12．関係会社に対する金銭債務総額 694百万円
13．取締役に対する金銭債権総額 45百万円
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（損益計算書関係）
１．関係会社との取引による収益

資金運用取引に係る収益総額 16百万円
役務取引等に係る収益総額 1百万円
その他業務・その他経常取引に係る収益総額 4百万円

関係会社との取引による費用
資金調達取引に係る費用総額 1百万円
役務取引等に係る費用総額 10百万円
その他業務・その他経常取引に係る費用総額 29百万円

２．関連当事者との取引
（単位：百万円）

属 性 会社等
の名称

議決権の
所有割合

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子会社
富山保証
サービス
株式会社

直接保有
40.00％
間接保有
40.00％

役 員 の 兼 任
貸出金の被保証

当行の住宅ローン債権等
に対する被保証 17,006 ― ―

保証料の支払 10 未払費用 0
代位弁済の受入 7 ― ―

取引条件及び取引条件の決定方針等
保証料については、一般的な市場実勢等を勘案し決定しております。

（株主資本等変動計算書関係）
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：千株）
当事業年度
期首株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数 摘 要

自 己 株 式
普 通 株 式 116 1 8 109 （注）
合 計 116 1 8 109

（注）増加株式は、譲渡制限付株式報酬の無償取得及び単元未満株式の買取によるものです。減少は譲渡制限
付株式報酬の処分によるものです。
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（有価証券関係）
１．売買目的有価証券（2026年３月31日現在）

該当事項はありません。
２．満期保有目的の債券（2026年３月31日現在）

種類 貸借対照表計上額
（百万円）

時 価
（百万円）

差 額
（百万円）

時価が貸借対照表計上額
を超えるもの

国 債 ― ― ―
地 方 債 ― ― ―
社 債 4 4 0
そ の 他 ― ― ―
小 計 4 4 0

時価が貸借対照表計上額
を超えないもの

国 債 ― ― ―
地 方 債 ― ― ―
社 債 57 56 △1
そ の 他 ― ― ―
小 計 57 56 △1

合 計 61 60 △1
３．子会社・子法人等株式（2026年３月31日現在）

貸借対照表計上額
（百万円）

時 価
（百万円）

差 額
（百万円）

子会社・子法人等株式 ― ― ―
合 計 ― ― ―

（注）上表に含まれない市場価格のない株式等の貸借対照表計上額
貸借対照表計上額
（百万円）

子会社・子法人等株式 18
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４．その他有価証券（2026年３月31日現在）

種類 貸借対照表計上額
（百万円）

取得原価
（百万円）

差 額
（百万円）

貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

株 式 11,437 5,457 5,980
債 券 1,731 1,728 3
国 債 ― ― ―
地 方 債 ― ― ―
社 債 1,731 1,728 3

その他 9,522 8,204 1,317
小 計 22,692 15,390 7,301

貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの

株 式 972 1,079 △106
債 券 95,015 99,076 △4,061
国 債 33,808 35,549 △1,740
地 方 債 21,009 22,133 △1,123
社 債 40,197 41,394 △1,197

その他 13,840 14,780 △940
小 計 109,828 114,936 △5,108

合 計 132,520 130,327 2,193
（注）上表に含まれない市場価格のない株式等及び組合出資金の貸借対照表計上額

貸借対照表計上額（百万円）
非上場株式 1,330
組合出資金 1,530

組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 令和３
年（2021年）６月17日）第24-16項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

５．当事業年度中に売却した満期保有目的の債券（自 2025年４月１日 至 2026年３月31日）
該当事項はありません。
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６．当事業年度中に売却したその他有価証券（自 2025年４月１日 至 2026年３月31日）
売 却 額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

株 式 4,220 2,901 ―
債 券 13,251 ― △723
国 債 7,662 ― △312
地方債 5,589 ― △410
社 債 ― ― ―

そ の 他 9,335 778 △2,411
合 計 26,808 3,680 △3,135

７．保有目的を変更した有価証券
該当事項はありません。

８．減損処理を行った有価証券
売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等及び組合出資金を除く）のうち、当該有価証券の

時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないもの
については、当該時価をもって貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当事業年度の損失として処理
（以下「減損処理」という。）しております。
当事業年度における減損処理額はありません。
なお、当該減損処理にあたっては、決算日の時価が50％以上下落した銘柄についてはすべて、また、これ

以外で、時価が30％以上下落した銘柄については、過去の一定期間の下落率及び当該発行会社の業績推移等
を考慮したうえで、価格回復の可能性が認められないものについて、それぞれ減損処理を行っております。

（金銭の信託関係）
該当事項はありません。
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（税効果会計関係）
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであります。
繰延税金資産
貸倒引当金損金算入限度超過額 1,580百万円
減価償却費損金算入限度超過額 57
退職給付引当金 141
有価証券償却 59
未払事業税 27
その他 151

繰延税金資産小計 2,018
評価性引当額 △964
繰延税金資産合計 1,054
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △593
その他 △250

繰延税金負債合計 △844
繰延税金資産（負債）の純額 209百万円

（１株当たり情報）
１株当たりの純資産額 5,563円46銭
１株当たりの当期純利益金額 193円54銭
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連結株主資本等変動計算書（ 2025
2026

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計
当 期 首 残 高 6,730 6,244 14,599 △195 27,379
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △266 △266
親会社株主に帰属する当期純利益 1,046 1,046
利 益 剰 余 金 か ら
資本剰余金への振替 1 △1 ―

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
自 己 株 式 の 処 分 △1 14 12
土地再評価差額金の取崩 71 71
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 850 13 864
当 期 末 残 高 6,730 6,244 15,450 △181 28,244

（単位：百万円）
その他の包括利益累計額

非 支 配
株 主 持 分 純資産合計そ の 他

有 価 証 券
評価差額金

土地再評価
差 額 金

退 職 給 付
に 係 る
調整累計額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 期 首 残 高 △56 1,017 106 1,067 905 29,352
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △266
親会社株主に帰属する当期純利益 1,046
利 益 剰 余 金 か ら
資本剰余金への振替 ―

自 己 株 式 の 取 得 △0
自 己 株 式 の 処 分 12
土地再評価差額金の取崩 71
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） 1,688 △71 105 1,722 28 1,751

当 期 変 動 額 合 計 1,688 △71 105 1,722 28 2,615
当 期 末 残 高 1,632 945 211 2,789 934 31,968
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連結注記表
記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
子会社及び子法人等の定義は、銀行法第２条第８項及び銀行法施行令第４条の２に基づいております。

連結計算書類の作成方針
１．連結の範囲に関する事項
（1）連結される子会社及び子法人等 ２社

会社名
富山リース株式会社
富山保証サービス株式会社

（2）非連結の子会社及び子法人等
該当事項はありません。

２．持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

３．連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関する事項
連結される子会社及び子法人等の決算日は次のとおりであります。
３月末日 ２社

４．開示対象特別目的会社に関する事項
該当事項はありません。

会計方針に関する事項
１．商品有価証券の評価基準及び評価方法

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。
２．有価証券の評価基準及び評価方法

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証
券については時価法（売却原価は移動平均法により算定）、ただし市場価格のない株式等については移動平均
法による原価法により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

４．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

当行の有形固定資産は、定率法（ただし、平成19年（2007年）４月１日以後に取得した建物（建物附属
設備を除く。）並びに平成28年（2016年）４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物については定
額法）を採用しております。
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また、主な耐用年数は次のとおりであります。
建 物 15〜50年
その他 ３〜20年

連結子会社の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定率法により償却してお
ります。

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、当行及び

連結子会社で定める利用可能期間（主として５年）に基づいて償却しております。
（3）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、リース期間を耐用年
数とした定額法により償却しております。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めが
あるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。

５．貸倒引当金の計上基準
当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という。）に係る債権及び

それと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書きに記
載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、そ
の残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認
められる債務者（以下「破綻懸念先」という。）に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額
及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める
額を計上しております。上記以外の債権については、主として今後１年間の予想損失額又は今後３年間の予想
損失額を見込んで計上しており、予想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去
の一定期間における平均値に基づき損失率を求めて算定しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した

資産監査部署が査定結果を監査しております。
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証に

よる回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金
額は990百万円であります。
連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸

念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ計上しております。
６．賞与引当金の計上基準

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当連結会
計年度に帰属する額を計上しております。

７．役員退職慰労引当金の計上基準
連結子会社の役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金

の支給見積額のうち、当連結会計年度末までに発生していると認められる額を計上しております。
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８．睡眠預金払戻損失引当金の計上基準
睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、将来

の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。
９．偶発損失引当金の計上基準

偶発損失引当金は、信用保証協会保証付きの融資に係る将来の負担に備えるため、支払見込額を計上してお
ります。

10．退職給付に係る会計処理の方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については

給付算定式基準によっております。また、過去勤務費用及び数理計算上の差異の費用処理方法(又は損益処理方
法)は次のとおりであります。
過去勤務費用： その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（５年）による定額法により

費用処理(又は損益処理)
数理計算上の差異： 各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（５年）による

定率法により、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理(又は損益処理)
なお、連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る当期末自己都合要支

給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
11．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

当行の外貨建資産・負債は、連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。
12．リース取引の収益・費用の計上基準

ファイナンス・リース取引に係る収益・費用の計上基準については、リース料受取時に売上高と売上原価を
計上する方法によっております。

13．収益の計上基準
顧客との契約から生じる収益は、主に預金・貸出業務、為替業務、証券関連業務等に付随する役務提供の対

価としての収益であり、役務提供等により約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又
はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額を認識しております。

14．株式配当金の計上基準
株式配当金の認識については、発行会社等において配当金に関する決議があった日の属する連結会計年度に

計上しております。
15．関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に採用した会計処理の原則及び手続

証券投資信託の解約・償還に伴う差損益については、証券投資信託の全体で益の場合は「有価証券利息配当
金」に計上し、損の場合は「その他業務費用」に計上しております。

重要な会計上の見積り
会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会計年

度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。
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・貸倒引当金
（1）当連結会計年度に係る連結計算書類に計上した額

貸倒引当金 5,934百万円
（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
①算出方法
貸倒引当金の算出方法は、「会計方針に関する事項」「５．貸倒引当金の計上基準」に記載しております。

②主要な仮定
主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」であります。「債務者区分の判定

における貸出先の将来の業績見通し」は、各債務者の収益獲得能力を個別に評価し、設定しております。
③翌連結会計年度に係る連結計算書類に及ぼす影響
個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合は、翌連結会計年度に係る連

結計算書類における貸倒引当金に重要な影響を及ぼす可能性があります。

注記事項
（連結貸借対照表関係）
１．銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。なお、債
権は、連結貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証
しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限
る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに支払承諾見返の各勘定に計上される
もの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によ
るものに限る。）であります。
破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 5,349百万円
危険債権額 4,948百万円
三月以上延滞債権額 72百万円
貸出条件緩和債権額 822百万円
合計額 11,193百万円
破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由

により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。
危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従っ

た債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権に
該当しないものであります。
三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で破産更

生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。
貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶

予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれら
に準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。
なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
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２．手形割引は、業種別委員会実務指針第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入
れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替等は、売却又は（再）担保という方法で自由に
処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、756百万円であります。

３．担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産

有価証券 19,149百万円
担保資産に対応する債務

預金 184百万円
コールマネー及び売渡手形 9,000百万円

上記のほか、為替決済等の取引の担保として、有価証券8,690百万円を差し入れております。
また、その他資産には、保証金24百万円が含まれております。

４．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合
に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する契約で
あります。これらの契約に係る融資未実行残高は、127,619百万円であります。このうち、原契約期間が１
年以内のもの、又は任意の時期に無条件で取消可能なものが124,067百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ず

しも当行及び連結子会社の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多
くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行及び連結子会社が実行申し込
みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約
時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手
続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

５．土地の再評価に関する法律(平成10年（1998年）３月31日公布法律第34号)に基づき、当行の事業用の土
地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」と
して負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
再評価を行った年月日 平成10年（1998年）３月31日
同法律第３条第３項に定める再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年（1998年）３月31日公布政令第119号）第２条第４号に

定める路線価に基づいて、奥行価格補正等合理的な調整を行って算出。
同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計額と当該事業用

土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額
1,826百万円

６．有形固定資産の減価償却累計額 6,493百万円
７．有形固定資産の圧縮記帳額 239百万円
８．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する保証債
務の額は、5,390百万円であります。
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（連結損益計算書関係）
１．「その他の経常収益」には、株式等売却益3,680百万円を含んでおります。
２．当行グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

地域 主な用途 種類 減損損失額
富山県内 遊休資産 4か所 土地 121百万円

建物 18百万円
合 計 139百万円

上記グループについては、店舗戦略の見直し及び地価の下落等により投資額の回収が見込めなくなったことか
ら帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。
当行は、営業用店舗に関しては、営業店単位を基礎とする管理会計上の区分をグルーピングの単位としてお

り、遊休資産については各々独立した単位として取り扱っております。また、本部、事務センター等については
複数の資産グループの将来キャッシュ・フローの生成に寄与する資産であることから共用資産としております。
連結子会社については原則として各社を一つの単位としてグルーピングを行っております。
なお、当該資産グループの回収可能価額は、正味売却価額と使用価値のいずれか高い方としております。正味

売却価額による場合は不動産鑑定評価基準等に基づいて、使用価値による場合は将来キャッシュ・フローを1.5
％で割り引いてそれぞれ算出しております。
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（連結株主資本等変動計算書関係）
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：千株）
当連結会計年度
期首株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数 摘要

発 行 済 株 式
普 通 株 式 5,444 ― ― 5,444
合 計 5,444 ― ― 5,444

自 己 株 式
普 通 株 式 116 1 8 109 （注）
合 計 116 1 8 109

(注) 増加は、譲渡制限付株式報酬の無償取得及び単元未満株式の買取によるものです。減少は譲渡制限付株
式報酬の処分によるものです。

２．配当に関する事項
（1）当連結会計年度中の配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の
総額

１株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2025年６月27日
定時株主総会 普通株式 133百万円 25.00円 2025年３月31日 2025年６月30日

2025年11月７日
取締役会 普通株式 133百万円 25.00円 2025年９月30日 2025年12月10日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度の末日後となるもの

（決議予定） 株式の種類 配当金の
総額 配当の原資 １株当たり

配当額 基準日 効力発生日

2026年６月26日
定時株主総会 普通株式 160百万円 利益剰余金 30.00円 2026年３月31日 2026年６月29日

（金融商品関係）
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当行グループは、銀行業務を中心に、リース業務、保証業務など金融サービスに係る事業を行っており、
個人・法人向けの貸出債権、リース債権、投資有価証券などの金融資産を保有する一方、預金の受入による
金融負債を有しております。このように、主として金利の変動を伴う金融資産及び金融負債を有しているた
め、当行では、資産及び負債の総合的管理（ＡＬＭ）を行っております。
また、為替変動リスクを有する外貨預け金などの外貨建資産や、外貨預金などの外貨建負債の為替変動リ

スク回避のためのデリバティブ取引を行っております。
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（2）金融商品の内容及びそのリスク
当行グループが保有する金融資産は、主として国内の取引先及び個人に対する貸出金であり、顧客の契約

不履行によってもたらされる信用リスクや、金利の変動リスクに晒されております。当期の連結決算日現在
における貸出金のうち、大半は富山県内向けのものであり、富山県の経済環境等の状況変化により、契約条
件に従った債務履行がなされない可能性があります。
また、有価証券は、主に債券、株式、投資信託であり、満期保有目的、純投資目的及び政策投資目的で保

有しております。これらは、発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒されて
おります。また、外貨建金融商品は、為替の変動リスクにも晒されております。
借用金及び短期金融市場からの資金調達などは、一定の環境の下で当行グループが市場を利用できなくな

る場合など、支払期日にその支払いを実行できなくなる流動性リスクに晒されております。
当行が行っているデリバティブ取引には当行が保有する資産に関わるリスクのヘッジ目的の外国為替予約

取引、顧客のニーズに応えるため取引先と行う外国為替予約取引があります。当行が利用しているデリバテ
ィブ取引は、市場リスク及び信用リスクを内包しております。市場リスクとは、金利、有価証券などの価
格、為替等、市場のリスクファクターの変動により保有するポジションの価値が変動し損失を被るリスクで
あり、信用リスクとは相手方の債務不履行等により、保有しているポジションの価値が減少・消失し、損失
を被るリスクであります。なお、当行は信用度の高い金融機関のみを取引相手としてデリバティブ取引を行
っており、信用リスクはほとんどないと判断しております。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスクの管理

当行グループは、当行のクレジットポリシー及び信用リスク管理規程等に従い、貸出金について、個別
案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、内部格付、保証や担保の設定、問題債権への対応など
与信管理に関する体制を整備し運営しております。これらの与信管理は、各営業店のほか審査部により行
われ、また、必要に応じて常務会や取締役会を開催し、審議・報告を行っております。さらに自己査定の
状況については、監査部が監査を行っております。
有価証券の発行体の信用リスク及びデリバティブ取引のカウンターパーティーリスクに関しては、総合

企画部において、信用情報や時価の把握を定期的に行うことで管理しております。
② 市場リスクの管理

当行グループは、ＡＬＭによって金利の変動リスクを管理しております。市場リスク管理規程等におい
て、リスク管理方法や手続等の詳細を明記しており、経営会議において実施状況の把握・確認、今後の対
応等の協議を行い、取締役会に報告しております。日常的には総合企画部リスク統括室において金融資産
及び負債の金利の期間を総合的に把握し、ギャップ分析や金利感応度分析等によりモニタリングを行い、
月次で経営会議、取締役会に報告しております。なお、ＡＬＭにより、金利の変動リスクをヘッジするた
めの金利スワップ及び金利キャップ等のデリバティブ取引は行っておりません。
当行グループでは、為替の変動リスクに関して、持高の実質ネットポジション管理を行っております。
当行グループにおいて、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、現金預

け金のうち預け金、有価証券のうち満期保有目的の債券・その他有価証券、貸出金、預金、デリバティブ
取引のうちヘッジ会計が適用されていないものであります。
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当行グループでは、これらの金融資産及び金融負債について、保有期間１年、過去５年の観測期間で計
測される金利変動の１パーセンタイル値と99パーセンタイル値によって計算される金利ショックに対す
る経済価値の増減額を、金利の変動リスクの管理にあたっての定量的分析に利用しております。
なお、2026年３月31日現在、金利以外の全てのリスク変数が一定であると仮定した場合の上記金利シ

ョックに対する経済価値は、4,257百万円減少するものと把握しております。
当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他のリスク変数との

相関を考慮しておりません。また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を
超える影響が生じる可能性があります。

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理
当行グループでは、資金調達手段の多様化、市場環境を考慮した長短の調達バランスの調整などによっ

て、流動性リスクを管理しております。
（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額
が異なることもあります。

２．金融商品の時価等に関する事項
2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。な

お、市場価格のない株式等及び組合出資金は、次表には含めておりません（（注１）参照）。また、現金預け
金、外国為替(資産・負債)、コールマネー及び売渡手形は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似する
ことから、注記を省略しております。

（単位：百万円）
連結貸借対照表

計上額 時 価 差 額
（1）有価証券（＊１）

満期保有目的の債券 61 60 △1
その他有価証券 132,619 132,619 ―

（2）貸出金 381,916
貸倒引当金（＊２） △5,870

376,045 374,001 △2,044
資産計 508,727 506,681 △2,045

（1）預金 511,544 511,334 △210
（2）借用金 1,767 1,768 0

負債計 513,312 513,103 △209
デリバティブ取引（＊３）
ヘッジ会計が適用されていないもの （0） （0） ―

デリバティブ取引計 （0） （0） ―
（＊１） 有価証券には、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 令和３年
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（2021年）６月17日）第24-9項の基準価額を時価とみなす取扱いを適用した投資信託が含まれており
ます。

（＊２） 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
（＊３） デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる

項目については、（ ）で表示しております。

（注１）市場価格のない株式等及び組合出資金の連結貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の時価情
報の「その他有価証券」には含まれておりません。

（単位：百万円）
区 分 連結貸借対照表計上額

非上場株式（＊１）、（＊２） 1,380
組合出資金（＊３） 1,530

（＊１） 非上場株式については、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号
令和２年（2020年）３月31日）第５項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

（＊２） 当連結会計年度において、非上場株式について減損処理を行っておりません。
（＊３） 組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号

令和３年（2021年）６月17日）第24-16項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

（注２）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額
（単位：百万円）

１年以内 １ 年 超
３年以内

３ 年 超
５年以内

５ 年 超
７年以内

７ 年 超
10年以内 10年超

預け金 27,315 ― ― ― ― ―
有価証券
満期保有目的の債券 12 26 23 ― ― ―
その他有価証券のうち
満期があるもの 6,300 42,517 32,287 10,480 7,400 13,697

貸出金（＊） 104,863 82,551 60,845 40,548 34,229 48,124
合 計 138,490 125,095 93,155 51,028 41,629 61,821

（＊） 貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還予定額が見込めない10,290
百万円、期間の定めのない464百万円は含めておりません。

2026年05月24日 09時47分 $FOLDER; 27ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



27

（注３）社債、借用金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額
（単位：百万円）

１年以内 １ 年 超
３年以内

３ 年 超
５年以内

５ 年 超
７年以内

７ 年 超
10年以内 10年超

預金（＊） 446,299 58,226 7,018 ― ― ―
コールマネー及び売渡手形 9,000 ― ― ― ― ―
借用金 1,238 391 138 ― ― ―

合 計 456,538 58,617 7,157 ― ― ―
（＊） 預金のうち、要求払預金については、「１年以内」に含めて開示しております。

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル

に分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価

の算定の対象となる資産または負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係る

インプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ
属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
当連結会計年度（2026年３月31日）

（単位：百万円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券

その他有価証券

国債・地方債等 33,808 21,009 ― 54,818

社債 ― 36,579 5,349 41,929

株式 12,509 ― ― 12,509

その他 10,607 10,036 ― 20,643
資産計 56,925 67,625 5,349 129,900

デリバティブ取引

通貨関連 ― 0 ― 0

負債計 ― 0 ― 0
(＊)有価証券には、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 令和３年
（2021年）６月17日）第24-9項の基準価額を時価とみなす取扱いを適用した投資信託は含まれておりませ
ん。第24-9項の取扱いを適用した投資信託の連結貸借対照表計上額は2,719百万円です。
・第24-9項の取扱いを適用した投資信託の期首残高から期末残高への調整表

（単位：百万円）

期首
残高

当期の損益又は
その他の包括利益 購入、売却

及び償還の
純額

投資信託の
基準価額を
時価とみなす
こととした額

投資信託の
基準価額を
時価とみな
さないこと
とした額

期末
残高

当期の損益に計
上した額のうち
連結貸借対照表
日において保有
する投資信託の
評価損益

損益に
計上

その他の
包括利益
に計上

2,643 ― 75 ― ― ― 2,719 ―
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(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
当連結会計年度（2026年３月31日）

（単位：百万円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券

満期保有目的の債券

社債 ― 60 ― 60

貸出金 ― ― 374,001 374,001

資産計 ― 60 374,001 374,061

預金 ― 511,334 ― 511,334

借用金 ― 1,768 ― 1,768

負債計 ― 513,103 ― 513,103

（注１）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
資 産
有価証券
有価証券については、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるものはレベル１の時価に分類して

おります。主に上場株式や国債がこれに含まれます。
公表された相場価格を用いていたとしても市場が活発でない場合にはレベル２の時価に分類しております。

主に地方債、社債がこれに含まれます。また、市場における取引価格が存在しない投資信託について、解約又
は買戻請求に関して市場参加者からリスクの対価を求められるほどの重要な制限がない場合には基準価額を時
価とし、レベル２の時価に分類しております。
相場価格が入手できない場合には、将来キャッシュ・フローの現在価値技法などの評価技法を用いて時価を

算定しております。評価に当たっては観察可能なインプットを最大限利用しており、インプットには、国債利
回り、信用スプレッド等が含まれます。算定に当たり重要な観察できないインプットを用いている場合には、
レベル３の時価に分類しております。
自行保証付私募債については、同様の引受けを行う場合に想定される利率で割り引いて時価を算定してお

り、当該割引率が観察不能であることからレベル３の時価に分類しております。

貸出金
貸出金については、貸出金の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を市場金利に信

用リスク等を反映させた割引率で割り引いて時価を算定しております。このうち変動金利によるものは、短期
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間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていない場合は時価と帳簿価額が近似
していることから、帳簿価額を時価としております。また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権
等については、見積将来キャッシュ・フローの割引現在価値、又は、担保及び保証による回収見込額等を用い
た割引現在価値により時価を算定しております。当該時価はレベル３の時価に分類しております。

負 債
預金
要求払預金について、連結決算日に要求に応じて直ちに支払うものは、その金額を時価としております。ま

た、定期預金については、一定の期間ごとに区分して、将来キャッシュ・フローを割り引いた割引現在価値に
より時価を算定しております。割引率は、市場金利を用いております。なお、預入期間が短期間（１年以内）
のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。当該時価はレベル
２の時価に分類しております。

借用金
借用金については、一定の期間ごとに区分した当該借用金の元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合

に想定される利率で割り引いて現在価値を算定しております。このうち、変動金利によるものは、短期間で市
場金利を反映し、また、当行及び連結子会社の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿
価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額を時価としております。なお、約定期間が短期間（１年
以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。当該時価は
レベル２の時価に分類しております。

デリバティブ取引
デリバティブ取引については、将来キャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定しております。主なイ

ンプットは、金利や為替レート等であります。当該時価はレベル２の時価に分類しております。

（注２）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品のうちレベル３の時価に関する情報
(1) 重要な観察できないインプットに関する定量的情報（2026年３月31日）

区分 評価技法 重要な観察できない
インプット インプットの範囲 インプットの

加重平均
有価証券

その他有価証券

私募債 現在価値技法 割引率 0.0％−1.4％ 0.8％
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(2)期首残高から期末残高への調整表、当期の損益に認識した評価損益（2026年３月31日）
（単位：百万円）

期首
残高

当期の損益又は
その他の包括利益 購 入、

売 却、
発 行 及
び 決 済
の 純 額

レ ベ ル
３ の 時
価 へ の
振 替

レ ベ ル
３ の 時
価 か ら
の 振 替

期末
残高

当期の損益に
計上した額の
うち連結貸借
対照表日にお
いて保有する
金融資産及び
金融負債の評
価損益

損益に
計上

そ の 他
の 包 括
利 益 に
計上

有価証券

その他有価証券

私募債 6,580 ― 23 △1,254 ― ― 5,349

(3) 時価の評価プロセスの説明
当行グループはリスク管理部門において時価の算定に関する方針及び手続を定めており、これに沿って各取

引部門が時価を算定しております。算定された時価は、リスク管理部門において、時価の算定に用いられた評
価技法及びインプットの妥当性並びに時価のレベルの分類の適切性を検証しております。
時価の算定に当たっては、個々の資産の性質、特性及びリスクを最も適切に反映できる評価モデルを用いて

おります。また、第三者から入手した相場価格を利用する場合においても、利用されている評価技法及びイン
プットの確認や類似の金融商品の時価との比較等の適切な方法により価格の妥当性を検証しております。

(4) 重要な観察できないインプットを変化させた場合の時価に対する影響に関する説明
割引率は、TORFやスワップ・レートなどの基準市場金利に対する調整率であります。主に信用リスクから

生じる金融商品のキャッシュ・フローの不確実性に対し市場参加者が必要とする報酬額であるリスク・プレミ
アムから構成されます。一般に、割引率の著しい上昇（低下）は、時価の著しい下落（上昇）を生じさせま
す。
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（賃貸等不動産関係）
賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。

（収益認識関係）
顧客との契約から生じる収益を分解した情報（自 2025年４月１日 至 2026年３月31日）

（単位：百万円）
報告セグメント

その他 合計
銀行業 リース業 小計

役務取引等収益 1,172 1 1,173 0 1,174

預金・貸出業務 489 ― 489 ― 489

為替業務 203 ― 203 ― 203

証券関連業務 268 ― 268 ― 268

その他 209 1 211 0 212

その他収益 3 19 23 ― 23
顧客との契約から生じる
経常収益 1,175 21 1,196 0 1,197

上記以外の経常収益 10,834 1,722 12,556 32 12,589

外部顧客に対する経常収益 12,010 1,743 13,753 33 13,786
（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、保証業務であります。

（１株当たり情報）
１株当たりの純資産額 5,816円90銭
１株当たりの親会社株主に帰属する当期純利益金額 196円31銭
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